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 このことについて、地方自治法第199条第２項の規定に基づき検査を実施したので、 

同条第９項の規定により、その結果を報告します。 

 なお、前監査委員 口高顕及び池田裕一は令和６年６月２５日まで関与し、山本泰

人監査委員及び大沢たかし監査委員は同年６月２６日から関与しました。 
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１ 行政監査結果 

   別紙 令和６年度東京二十三区清掃一部事務組合行政監査結果報告「施設見学

について」のとおり 
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第１章 監査実施概要 

１ 監査テーマ 

「施設見学について」 

 

２ 監査テーマ選定の趣旨 

 東京二十三区清掃一部事務組合（以下、清掃一組という。）では、所管する全ての清掃工

場と中防処理施設において区民や行政関係者向けの施設見学を実施しており、令和５年度

は２０施設に国内外から約３万８千人の見学者を受け入れている。 

 施設見学は、区民に清掃一組施設の役割や、運営状況等を理解してもらうための貴重な機

会となっており、また、近年建設されている清掃工場では、見学設備にも様々な趣向を凝ら

し、施設の特徴の一つにもなっている。 

 しかしながら、施設見学の内容や実施方法は、平成１２年の清掃一組設立以降大きな見直

しがされておらず、また、老朽化する見学設備の更新や、建設コストの上昇、さらには職員

の確保や人材育成の観点からも事業のあり方に点検が必要な時期になってきている。 

 そこで、令和６年度の行政監査においては、「施設見学について」をテーマとし、目的に

沿った的確な事業が実施されているか、最小の経費で最大の効果を挙げているか、組織及び

運営の合理化に努めているか等に留意をして監査を実施した。 

また、外部の専門的な知見からの助言を得るため、行政監査に伴う技術調査委託を実施し、

ハード面及びソフト面からの確認を行った。 

 

３ 監査の主な着眼点 

(１)施設見学の内容やコンセプト・事業目的が明確か 

(２)施設見学の実施方法が、区民ニーズや利便性に配慮したものとなっているか 

(３)施設見学の実施方法やあり方が、経済性や効率性に配慮したものとなっているか 

 

４ 監査対象及び監査対象課 

総務部総務課、清掃事業国際協力室清掃事業国際協力課、施設管理部管理課、 

建設部建設課、各清掃工場、中防処理施設管理事務所 

 

５ 監査実施期間 

令和６年５月１３日(月)から令和７年２月１８日(火)まで 

 

６ 他自治体への訪問調査 

 （１）令和６年４月１6 日（火） 武蔵野市 武蔵野クリーンセンター 

 （２）令和６年４月２５日（木） さいたま市 桜環境センター 
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７ 行政監査に伴う技術調査委託 

 調査機関 一般社団法人 東京技術士会 代表理事 二宮 孝夫 

 建設部門と経営工学部門の技術士５名による実地調査、聞き取り調査を実施 

 実地調査対象工場：目黒清掃工場、渋谷清掃工場 

 

８ 監査委員による聞き取り調査等 

 代表監査委員による対象部課への聞き取り調査は、令和７年１月１０日（金）から１月３

０日（木）まで実施した。 
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第２章 施設見学実施の経緯と取り巻く環境の変化 

 清掃一組が実施する施設見学事業を監査するにあたり、事業実施に至る経緯を改めて振

り返るとともに、事業実施の状況、近年の事業を取り巻く環境変化について調査を行った。 

 

１ 東京における清掃事業の普及啓発活動と施設見学 

 東京２３区の清掃事業は、平成１２年４月に東京都清掃局から各区に事務移管され、ごみ

の中間処理については２３区が清掃一組を設立して共同で行うこととなった。 

これ以降、清掃工場や中防処理施設の施設見学事業については清掃一組の事業となるが、

ここでは、施設見学事業などの普及啓発活動がどのような経緯で始められてきたのか、清掃

事業における住民協力の必要性を歴史的な経緯で振り返るとともに、事務移管後の法令上

の位置づけについても調査を行う。 

また、小学校４年生の団体見学の根拠となっている文部科学省「小学校学習指導要領」に

おける施設見学の目的についても整理する。 

 

（１）住民協力と普及啓発活動の歴史（引用出典：東京都清掃局「東京都清掃事業百年史」） 

 東京２３区における清掃事業のはじまりは江戸時代にまでさかのぼる。江戸時代はもの

が徹底的に使われ、回収され、再使用・再利用されるリサイクル社会であったが、人口増加

とともにごみの不法投棄が問題となり、１７世紀の半ばころには、ごみの処理が行政の仕事

となる。幕府は、交通路であった河川や、火除地（ひよけち）へのごみの投棄を禁止し、指

定した投棄場所まで運搬させ、ごみを新田造成の埋立資材として活用できるよう監視・取り

締まりを行った。江戸のごみ処理過程は必然的に、収集・運搬・処分に分離され、これ以後、

ごみ処理はこの処理過程に沿って組織的に整備されることとなる。 

重要なのは、町奉行所の支配の下、町人たちの役負担と自治的運営によって市中の清掃が

維持されていたことで、町人たちはごみ溜めを共同で管理し、ごみを河川で運搬するための

費用は町の「共益費」から供出されていた。 

このようなごみ処理の流れが大きく変化するのは、明治時代の開国とコレラなどの伝染

病の流行であった。明治３３年には、公衆衛生の向上を目的として廃棄物に関する最初の法

令「汚物掃除法」が制定される。ごみの収集・処分は市の義務として位置づけられ、公共事

業化されることとなった。 

加えて、この汚物掃除法では、ごみ処理の方法についても「なるべく焼却」をすることが

義務付けられたが、当時まだ焼却施設は一般的ではなかったため「野焼き」や「野積み」が

行われることとなり、生ごみの発酵等により発生したガスによる自然発火や悪臭、ハエの大

量発生がたびたび問題となった。 

昭和 5 年には、汚物掃除法等の改正により、ごみは基本的に焼却処理するものとされた

が、東京の焼却場建設の計画は、周辺からの苦情や反対により次々と中止となり、露天焼却

や埋立処分を継続せざるを得ない状態であった。東京市は折に触れて市民に対しごみの減
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量や分別収集への協力を呼び掛けながら、ごみ焼却を模索していく。 

 そのような中で、東京市の本格的な普及啓発活動は、昭和１２年に始まった日中戦争が長

期化する中での、ごみ減量運動と戦争資源確保のための廃品利用を進めることを目的にス

タートした。 

昭和１３年の「東京市市政年報」には、清掃事業は単なるごみやし尿の処分を目的とする

ものではないこと。衛生的な市民生活と都市の美化を実現するためには市民の協力が不可

欠であり、そのために清掃思想を普及啓発する必要があることが述べられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 このように、東京においても、ごみ問題の抜本的解決には、各主体（国、地方自治体、

国民）の役割分担と連携が不可欠であることが認識される中で、昭和２９年に制定された

「清掃法」には、住民に対しても市町村が行う収集・処分への協力義務が課されることと

なる。 

昭和３０年代には、この清掃法の精神と住民協力規定に基づき、２３区のほぼ全域で、

住民による清掃行政への協力団体「清掃協力会」が組織され、この協力会が主体となって

「カとハエをなくす運動、ごみ減量運動への取組み、ごみの出し方指導、清掃施設見学会

など広報活動」が行われるようになり、都民運動として継続的に推進されていく。 

 この間、日本は高度成長期を経て、大量生産・大量消費・大量廃棄の時代を迎え、東京の

ごみ量も爆発的に増加をしていた。昭和２２年に約１１万トンだった東京２３区のごみ量

は、３５年には１００万トンを突破し、４５年には約３００万トンにまで達していた。 

清掃工場建設への反対運動も各地で激化し、昭和４６年に東京都知事が「ごみ戦争」を宣

言する頃になると、ごみ問題に対する住民理解を促進するための啓発活動の重要性がさら

に認識されることとなる。 

特に、清掃工場や埋立処分場を見学したり、関係者から直接話を聞いたりした都民の理解

度が高いことがわかり、ごみ処理の実態にふれてもらうことの重要性、ごみ問題に関する教

育の重要性が認識されたことから、都は、ごみ戦争宣言以降、施設見学会などの広報活動に

積極的に取組むこととなる。昭和５３年度以降、清掃施設見学会には、小中学生を中心に毎

年１０万人前後が参加することになった。 

 同じころ、学習指導要領の改定により、昭和４６年度から小学 3 年生が、昭和５５年度か

らは、小学４年生が、社会科で廃棄物の処理について学ぶことが定められ、社会科見学の訪

『清掃事業の目的とするところは単に各戸の塵芥、し尿などを処分するだけではな

く、市民生活をして清く明るく住みよい都市とするため衛生上のみならず都市美の見

地より、理想的な都市の建設に努めなければならないが、これはひとり市区当局者の

みで成しうるものではない。一般市民の協力なくしては到底これを求めることは不可

能であり、そのためには清掃思想を普及啓発する必要がある。』 

 昭和１３年 東京市市政年報（保健篇） 
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問先として清掃工場や埋立処分場が活用さ

れるようになった。 

これに合わせ清掃工場の設備面の充実も

図られるようになり、団体見学以外にも土曜

日の個人見学会が開催されるようになった。 

さて、その後再び都民への普及啓発活動が

重要視されるようになったのは、昭和６０年

度以降、それまで横ばいで推移していたごみ

量が再び増加傾向に転じ、平成元年には過去

最高の４９０万トンを記録する頃であった。 

都は「TOKYO SLIM」キャンペーンを展

開し、深刻化するごみ問題に対する都民の理

解を深め、ごみ減量・リサイクルに都民が主体的に行動することを求めた。キャンペーンは

マスメディアを動員した大規模なもので、イベントや清掃施設見学会、環境学習の取組など

さまざまな活動を展開した。 

収集現場においても、地道な対話型の分別指導や、町会等への個別訪問が続けられた。 

都民・事業者のごみ減量施策への協力、そして２３区の各地に建設を進めた清掃工場の整

備によって、平成 9 年にやっと、可燃ごみを全量焼却できる体制が整うのである。 

 

◎第２章１－（１）では、江戸・東京が、常に住民協力の支えのもとに衛生的な都市として発

展を続けてきたことをまとめた。 

その歴史の中では、行政がごみ処理の実情を住民に伝え、協力を求める普及啓発活動が非

常に重要な役割を果たし、施設見学は、住民理解を促進する有効な手段の一つとなったこと

を確認した。 

特に、迷惑施設であった清掃工場の建設や運営に理解を得るためには、その役割や安全性

を住民に実際に見てもらい、実感してもらうことが重要であった。 

このような歴史的経緯から、東京の清掃事業における施設見学の役割や目的は、単なる施

設の公開やサービス事業ではないということを十分に踏まえる必要がある。 

 

 

  

【新江東清掃工場見学者説明設備】 
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（２）清掃事業区移管後の事務の取扱い（出典：東京都清掃局「事務処理基準」） 

 平成１２年４月の清掃事業の区移管後も、清掃工場等の施設見学業務は、区民の清掃事業

への理解と協力を得ることを目的として実施されることとなり、「清掃施設見学会の実施」

及び「団体見学の受入れ」事業が引き継がれることとなった。 

具体的な事業の役割分担は、各区が区報等の広報媒体を活用して個人見学会の広報を行

い、清掃一組が各清掃工場において受付と施設公開を担うこととなった。 

 

【清掃移管後の事務処理フロー】 

特別区 一部事務組合 東京都 

個人見学会の広報 

（区報等の広報媒体） 

各清掃工場における受付業務 海外行政視察の調整 

 

また、埋立処分場の見学については、埋立処分場を設置管理する東京都が実施することと

なった。 

 なお、この事務移管の際、小学校の社会科見学を対象とする団体見学については、下記の

ように、四半期分を３か月前から受け付けることが引き継がれているが、清掃一組において

は、令和 6 年度現在においても、この電話とファクシミリ受付の方法により団体受付を実

施している。 

  

 

 

 

 

９名以下の個人見学会については、各工場が日時を定め、団体見学と同様に受付を行って

いる。 

 

◎第 2 章１－（２）では、清掃事業の区移管後、施設見学は都・区・清掃一組が調整をしな

がら業務を行うことが取り決められたこと、また、見学の受付方法などは東京都時代の方法

を継承し、それを現在も原則としていることを確認した。 

 

  

団体見学受付方法 

〇四半期分を３か月前より受付開始 

〇電話受付（仮予約）・ＦＡＸ（依頼及び承認） 
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（３）根拠法令及び関係法令と清掃一組基本計画上の位置づけ 

 廃棄物の発生抑制や適正処理に関する、市民及び事業者への意識啓発については、「廃棄

物の処理及び清掃に関する法律」の「国及び地方公共団体の責務」に根拠が定められている。  

 

また、東京都廃棄物条例においては、基本的責務として「知事は、廃棄物の減量及び適正

な処理に関する都民及び事業者の意識の啓発を図るよう努めなければならない。」ことが定

められている。 

さらに、各区の廃棄物処理条例においても、区長の基本的責務として区民及び事業者の意

識啓発に努めることが定められ、情報公開として、リサイクル及び一般廃棄物の処理に関す

る実施状況を、区民に明らかにしなければならないことが規定されている。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

（国及び地方公共団体の責務）抜粋 

第四条 市町村は、その区域内における一般廃棄物の減量に関し住民の自主的な活動の

促進を図り、及び一般廃棄物の適正な処理に必要な措置を講ずるよう努めるとともに、

一般廃棄物の処理に関する事業の実施に当たつては、職員の資質の向上、施設の整備及

び作業方法の改善を図る等その能率的な運営に努めなければならない。 

２ ３ （省略） 

４ 国、都道府県及び市町村は、廃棄物の排出を抑制し、及びその適正な処理を確保す

るため、これらに関する国民及び事業者の意識の啓発を図るよう努めなければならない。 

 

区廃棄物処理条例（抜粋）         ＊区によって内容や構成は若干異なる。 

(基本的責務) 

第 3 条  ○○区長(以下「区長」という。)は、あらゆる施策を通じてリサイクルを推進

するとともに、廃棄物の適正な処理を図らなければならない。 

2 区長は、リサイクル及び一般廃棄物の処理に関する事業の実施に当たっては、作業方

法の改善を図る等能率的な運営をしなければならない。 

3 区長は、リサイクルの推進及び廃棄物の適正な処理に関する区民及び事業者の自主的

な活動を支援するよう努めなければならない。 

4 区長は、リサイクルの推進及び廃棄物の適正な処理に関する区民及び事業者の意識の

啓発に努めなければならない。 

(公開) 

第 5 条  区長は、リサイクル及び一般廃棄物の処理に関する施策及び実施状況につい

て、区民に明らかにしなければならない。 
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 なお、ごみの中間処理（焼却・破砕）、し尿の前処理などを共同で行うことを目的に設立

された清掃一組においては、施設見学の根拠となる条例等は存在していないが、清掃一組の

「基本計画・実施計画」（令和３年２月）において、広報に関連する下記の記載がある。 

 

このことから、施設見学の実施については、「清掃一組事業の広報」に努め、透明性の高

い開かれた組織とすることを目的として行われていることがわかった。 

 

◎第 2 章１－（３）では、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」によって、国、都道府県及

び市町村が、国民及び事業者の意識啓発を図ることが定められており、２３区では、各区の

廃棄物処理条例によって、「リサイクル及び一般廃棄物の処理に関する施策及び実施状況につ

いて、区民に明らかにしなければならない。」ことが定められていることがわかった。 

しかしながら、清掃事業の区移管後、実際の受付と施設公開を担うことになった清掃一組

においては、条例上の位置づけによる事業目的が存在していないことがわかった。 

このことは、一部事務組合という行政組織が、直接的には区民を構成員に持たないこと、

また、二重行政を防ぐため、構成員である２３区との役割分担を明確にしたこと等が影響し

ているものと考えられる。 

 

  

東京二十三区清掃一部事務組合 基本計画・実施計画（令和３年２月） 

５ 行財政運営の取組（抜粋） 

（３）透明性の高い開かれた組織 

清掃工場では、年間 1,633 件、58,989 人（令和元年度実績）の個人・団体見学を受け

入れました。今後も積極的に見学者を受け入れるとともに、工場環境フェアの実施及び

区で実施する環境フェア等に積極的に参加するなど、清掃一組事業の広報に努めていき

ます。 

 



9 

 

（４）文部科学省「小学校学習指導要領」での位置づけ 

 令和 5 年度の施設見学者数の実績においても、小中学生の見学者は約６７％を占めてい

るが、これは、小学校学習指導要領において、小学校４年生がごみか下水のいずれかを選択

して学ぶことが定められており、その一環として地元の清掃工場か下水処理場の見学が取

り入れられていることによるものである。 

 平成２９年に告示された小学校学習指導要領「社会」（第４学年）の中では、人々の健康

や生活環境を支える事業について理解することが学習内容の一つとなっており、この中で、

「廃棄物を処理する事業は、衛生的な処理や資源の有効活用ができるよう進められている

ことや、生活環境の維持と向上に役立っていること。」を理解することが求められている。 

また指導する上では、「社会生活を営む上で大切な法やきまりについて扱うとともに、ご

みの減量や水を汚さない工夫など、自分たちにできることを考えたり選択・判断したりでき

るよう配慮すること。」を求めている。 

重要なのは、新しい指導要領では「主体的・対話的で深い学び」の視点から、子どもたち

の「生きる力」を育むために、「何を学ぶか」だけでなく「どのように学ぶか」が重視され

ている点である。習得した知識や技能、思考力や判断力、表現力などを人生や社会に活かそ

うとする方針が打ち出されている。 

 

【文部科学省公式ホームページ 「新学習指導要領」】 

 

 

◎第２章１－（４）では、清掃一組の施設見学者の大部分を占める小学校４年生が、廃棄物処

理施設の仕組みや役割を学び、ごみ減量など自分たちができることを考えたり、判断できる

ようになることを目的に清掃工場を訪れていることを確認した。 

施設見学は、見学者に対し、ごみ処理の仕組みを理解してもらうことだけでなく、自らが

ごみ減量や適正処理等に協力できることを考え、行動変容のきっかけとなるような機会とな

ることが求められている。 
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２ 施設見学の実施状況 

令和 6 年度現在、清掃一組において実施している施設見学の実施状況について、概況を

整理する。 

なお、施設見学と広報関連業務を所掌する部署は下記のとおりとなっている。 

 

【施設見学に関する所管と主な分掌事務】 

所管名 主な分掌事務 

総務部総務課 

広報・人権係 

・広報及び広聴に関すること(清掃事業国際協力室に属するものを

除く。)。  

・施設見学等の連絡調整に関すること。  

・報道機関等との連絡調整に関すること。  

・広報普及に係る情報収集に関すること。 

清掃事業国際協力室

清掃事業国際協力課 

清掃事業国際協力係 

・清掃事業国際協力に係る広報及び広聴に関すること。  

・清掃事業国際協力に係る清掃技術の情報の発信及び収集に関す

ること。  

施設管理部 

各清掃工場・所 

技術係等 

・施設見学等に関すること。 

建設部建設課 

建設調整係 

・中間処理施設等の建設及び整備に係る実施計画、工事監理、試運

転及び工事完了後における機械及び電気設備の調整に関するこ

と。  

・中間処理施設等の建設及び整備に係る機械及び電気設備工事に

おける設計、施工及び監督に関すること。設計基準書及び発注仕様

書の作成に関すること。 

 

 

（１）見学者数について 

 令和 5 年度は、１９工場と中防処理施設管理事務所で、合計３８，０４２人の見学者を受

け入れている。そのうちの約６７％は小・中学生の見学で最も多く、一般住民の参加は約２

２％、両者の合計で約８９％となっている。 

 最も多く見学者を受け入れた工場は大田清掃工場で５，０９４人、有明清掃工場が４，８

１１人となっており、工場ごとに大きな差異が見られた。内陸部よりも湾岸部の工場に小・

中学生の団体見学が多い傾向は、社会科見学で、埋立処分や水関連の施設を同一日に見学す

る必要性から、立地上の理由によるものと推察される。 
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【令和 5 年度清掃施設見学者数】 

 

＊北清掃工場と江戸川清掃工場は建替工事に伴い稼働停止。延命化工事等で年度途中に見学を中止した工場も含む。 

また、新型コロナウイルス感染症の流行前の見学者数と比べると、約２万人少なく、小・

中学生と海外からの見学者が減少している。 

なお、中防処理施設管理事務所の見学者数は行政視察受付実績であり、通常の社会科見学

は東京都環境局の埋立処分場の見学と同時に行われており、清掃一組職員は従事していな

い。（参考：令和５年度 東京都環境局主催の埋立処分場・中防処理施設の見学者数は、６

１６件、４０，２２２人。約９０％が小・中学生の見学となっている。） 

また、墨田清掃工場のみが自由見学が可能な工場であり、合計件数は他よりも大幅に多い

２５８件、うち２４６件が一般住民という実績になっている。 

 

（２）施設見学に関する周知方法と申し込み方法について 

 現在、一般区民への施設見学に関する周知は清掃一組ホームページによる方法が主とな

っているものと考えられる。区によっては定期的に個人見学会の日程や申込先を広報紙や
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区ホームページに掲載しているところもある。 

清掃一組ホームページには、団体見学の申し込み方法や、個人見学会の日程等が掲載され

ており、見学希望者は各清掃工場へ直接電話で申し込みをすることになっている。 

 小学校の社会科見学については、毎年度、清掃一組総務課から各区の教育委員会あてに案

内文を送付していたが、コロナ禍で中止をしており、現在は各学校の引継ぎにより過去実績

を踏襲して同じ工場に申し込まれているものが多いと推察される。 

 

【清掃一組ホームページ 工場見学案内ページ①】 

 

 

（３）施設見学の実施体制と見学の流れ 

施設見学に関する業務は、工場・所の処務規定の中で技術係（新江東清掃工場においては

業務係、大田清掃工場においては監理調整係）が担うことが定められている（大田清掃工場

においては包括的な民間委託を実施しているため、実際の見学対応業務は受託者職員が実

施している）。 

見学会は、全ての施設においてほぼ共通の流れで実施されており、所要時間は 1 時間半

から 2 時間となっている。具体的にはまず映像資料でごみの処理について学んだ後、工場

職員の案内で工場内の設備を見学し、最後に質疑応答の流れとなる。 

各工場・所では、実際の見学案内の他に、見学受付（電話対応）や「工場だより」を活用

した見学会の周知などの業務を行っている。 
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【清掃一組ホームページ 工場見学案内ページ②】 

 

  

また、組織規則の中で「施設見学等の連絡調整に関すること」を所掌している本庁の総務

課広報・人権係は、聞き取り調査の結果、具体的に以下の業務を行っている。 

・各区の教育委員会への団体見学案内文の送付（年度当初）＊コロナ禍で休止中 

・各区広報紙への掲載依頼、内容調整  ・清掃一組ホームページ掲載内容の全体調整 

・統計の整理  ・見学担当者会の開催 

・施設見学で使用する広報冊子の作成  等 

  

（４）墨田清掃工場の自由見学 

平成１０年にしゅん工した墨田清掃工

場は、見学者スペースのみの水平移動で主

要な設備が見学できるような工夫が加え

られ、要所に設置された映像装置や、職員

が作成した展示物により、案内者なしの自

由見学ができるようになっている。 

見学可能日時は月曜日から土曜日の午

前 9 時から午後３時３０分までとなって

いる。 

令和６年度現在も、墨田清掃工場が清掃

一組の施設で唯一、事前申し込みなしの自

由見学が可能な工場である。 

【墨田清掃工場 自由見学の受付エリア】 
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（５）工場の自由見学会の取組と建設部実施の見学事業 

 複数の清掃工場において、夏休み期間や所在区とのイベント開催時等に、予約なしの自

由見学方式の施設見学を実施している。 

 通常の団体見学の方法では多数の来場者に対応できないことから、場内案内や機器説明

の掲示物を作成し、職員の案内方法を工夫するなどして、自由見学を可能としている。 

 杉並清掃工場の夏休み見学会は、就学前や低学年の子どもにも、「自分のペースでゆっ

くりと見学ができる」と好評であり、また、令和５年度の葛飾清掃工場の環境フェア開催

時には、1 日で約１，２００人の見学者を受け入れる等、自由見学のメリットを生かした

取組を行っている。 

 

【杉並清掃工場と葛飾清掃工場の自由見学会の様子】 

 

  

さらに、建設部においても、平成２７年度にしゅん工した練馬清掃工場の建設以降、清

掃工場の建設現場を周辺住民に見学してもらう見学会を実施している。江戸川清掃工場の

見学会には、毎回１００人を超える参加者があり、建設工事に対する理解が得られるだけ

でなく、新工場への関心や愛着を深めてもらえる効果が期待されている。 

これらの見学会は周辺地域へのチラシ配布や掲示物で見学会開催を周知している。 

 

【江戸川清掃工場建替工事 

    現場見学会の様子】 
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（６）海外からの見学者の受付 

 清掃工場においては、東京都時代から広く海外からの視察者や研修生を受け入れてきた

が、清掃一組に事業移管後は、平成２３年度に清掃事業国際協力室を設置して、海外諸都市

における廃棄物問題の解決を支援するための国際協力事業を展開することとなり、海外か

らの見学者の受付は清掃事業国際協力課を窓口として行うこととなった。 

 新型コロナウイルス感染症の流行前の令和元年度には、過去最多の年間６，２３０人、見

学者全体の約１１％を海外から受け付けていたが、令和 2 年度からは施設見学自体が中止

となり、その後は令和４年度から政府や大使館関係の行政視察や、国際協力機構（JICA）等

の政府関係団体からの研修生を対象に受け入れ事業を再開し、令和５年度は５０件、７４１

人（全体の約２％）の実績となっている。 

 訪問先の工場は、基本的には相手側の希望により選定しているが、設備の整った最新工場

や、交通アクセスの良い工場、「東京ごみ戦争歴史みらい館」（資料室）が併設されている杉

並清掃工場が希望されることが多く、見学者数は工場ごとに大きくばらつきがある状態で

ある。令和５年度に海外からの見学者が多かった工場は、杉並清掃工場で１７２人（海外全

体の約２３％）、新江東清掃工場が１５３人（海外全体の約２１％）となっている。 

 

（７）施設見学に使用する資料等 

 一般向けの見学と小学生の社会科見学には、清掃一組総務課が作成する「ごみれぽ２３」

と「ごみれぽ２３kids」を配布資料として使用している。外国語版は、英語、中国語、韓国

語版を用意し、これらの資料は清掃一組ホームページからも閲覧やダウンロードをするこ

とができる。 

 加えて、一般向けの見学や行政視察には、各施設がしゅん工時に独自に作成している工場

パンフレット（英語との二か国語対応）を使用し、施設の特徴等を説明している。この工場

パンフレットについては、ホームページ掲載はなく、来場者にのみに配布をしている。 

これらの資料は基本的には東京都時代から引き継いだ手法で継続的に作成している。 

 

【清掃一組ホームページ 見学時に配布している資料】 
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 なお、新型コロナウイルス感染症流行の影響を受け、見学者数が減少したことを受け、令

和 5 年度についてはこれらの印刷物に追録版を挟み込んで在庫を有効活用することとした。 

また、外国語版については版下のみを作成し、清掃事業国際協力課や各工場・所が、必要

に応じてプリントアウトをして使用している。 

 令和 6 年度の印刷物作成予算は、総務課作成の「ごみれぽ２３」８万部と、「ごみれぽ２

３kids」１６万部分で５，６０８，０００円となっており、工場が独自に作成したパンフレ

ットの増刷分は、２，６９３，６０３円で、合計８，３０１，６０３円となっている。 

 

（８）工場見学施設の整備 

 清掃一組の工場建設工事においては、平成２２年度の大田清掃工場建設工事と練馬清掃

工場建替工事以降、総合評価落札方式で落札者を決定している。 

 令和５年度にしゅん工した目黒清掃工場建替工事における施設見学に関連する技術評価

項目としては、大項目「社会的要請への対応に関する項目」、中項目「地域環境との調和」、

小項目「見学者への配慮」が定められており、事業者から提案されるコンパクトな見学動線

や、見学者の興味を引く工夫等が評価され、加点される仕組みとなっている。 

 また、建設部においては、清掃工場建替工事の「標準仕様書」を作成しており、見学者動

線や資料展示スペースの設置について基本的な事項を定めるとともに、説明用映像装置の

設置、設備機器説明装置や説明板の設置等についても標準的な考え方を定めている。 

 仕様書の内容を基本に、上記の事業者からの提案により見学設備や映像の原案が作成さ

れ、その後適宜、関係所管との調整や確認を取りながら見学設備を完成させている。 

 

 

◎第 2 章－２では、現在行われている施設見学の実施状況と処理の流れについて整理をした。

組織内の役割分担により円滑に事業が実施されており、具体的な事務の流れについては東京

都からの事業移管時から、ほぼ変わらない手法で実施されていることがわかった。 
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３ 施設見学を取り巻く環境の変化 

近年の清掃事業を取り巻く環境変化や住民ニーズの変化について、関係所管への聞き取

り調査や他自治体への訪問調査等をもとに整理をする。また、施設見学に従事している職員

へのアンケートを実施し、担当者の実像や要望等を調査した。 

 

（１）清掃工場建設費の高騰と施設の長寿命化について 

 清掃一組では、保有する２１か所の清掃工場について、老朽化に応じて順次計画的に建替

工事や延命化工事を行っているが、資材価格と労務単価の上昇により全国的に建設コスト

が高騰しており、１０年間で処理能力１トンあたりの単価が３倍近くに上昇をしている。 

 見学設備については、国の循環型社会交付金の対象設備になっていないこともあり、全体

のコスト低減のために、簡素でありながらも効果的なものとなるよう工夫をしていくこと

が求められている。 

 

【建替工事費と交付金の交付金額】                             （単位：千円） 

 

＊工事費には解体工事、監理委託等を含む。 

 

 建設課への聞き取り調査からは、総合評価落札方式による事業者選定においては、評価指

標で工夫を求めていることから、事業者側からは、簡素化というよりは、工場見学の魅力を

より高めるような内容が提案される傾向にあるとのことである。 

これまでの具体例としては、モニター映像等で焼却炉の内部が体験できる装置、ごみを焼

焼却能力

（トン/日）（Ａ）

大田清掃工場 平成26年 600 20,970,682 34,951 6,168,101 29.41%

練馬清掃工場 平成27年 500 20,522,718 41,045 6,821,900 33.24%

杉並清掃工場 平成29年 600 28,559,370 47,599 7,566,560 26.49%

光が丘清掃工場 令和3年 300 35,269,661 117,566 8,826,296 25.03%

目黒清掃工場 令和5年 600 55,254,353 92,091 13,722,207 24.83%

しゅん工年 建設工事費（Ｂ）
トンあたり単価

（Ｂ/Ａ）
交付金額（Ｃ） 比率（Ｃ/Ａ）

34,951 41,045 47,599 

117,566 
92,091 

0.00%

20.00%

40.00%

0

50,000

100,000

150,000

大田工場 練馬工場 杉並工場 光が丘工場 目黒工場

処理能力１トンあたり単価と交付金比率の推移

トンあたり単価 交付金比率
単位：％単位：千円
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却炉に投入する様子を真上から見ることができるような通路、ごみ分別ゲームの導入など

が事業者の提案により実現し、見学者には概ね好評を得られているとのことである。 

しかしながら、既に、延命化工事で長寿命化を図っている工場において見学施設の老朽

化や補修にかかる費用が問題となっていることからも（＊見学担当職員へのアンケート調査結果

参照）、今後はこのような設備（ハード）面の充実について、メンテナンスや費用対効果の

面から検証をする必要が出てきている。 

また、建設課への聞き取り調査では、現在建替えが進められている工場については、観

察窓の数の絞り込みや、上下階への移動のないワンフロアの見学動線などを工夫している

とのことであったが、建設担当部署では、法令に基づき工事を安全に行い、ごみ焼却や環

境対策の機能を万全にすることが最優先であり、見学動線や説明内容の検討は、機器の配

置等が概ね決まった後に行う難しさがあるとのことであった。 

このことから、見学整備のあり方や基本的な方針は、あらかじめ一組組織内で定めてお

くことで、施設や設備を簡素化し、建物全体を小さくすることで建設コストの抑制に繋げ

られる可能性があることがわかった。 

特に、清掃一組は保有している施設数が多く、地域的に隣接しているものも複数存在し

ており、今後全ての建替工場に見学設備を充実させていく必要性は低いと考えられる。交

通アクセスや見学者数などを勘案し、見学設備を充実させる工場と簡素化させる工場を整

理するなど、メリハリをつけた整備をしていくことも可能である。 

このような施設整備に関する課題についても、全体としての考え方や方向性をまとめ、

より効果的・効率的な施設整備となるよう検討する必要がある。 

 

【モニター画面で炉内を体感できる設備やゲーム、見学者用アトラクション】 
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（２）他自治体の見学設備の傾向 

 監査事務局では、今回の行政監査の実施にあたり、他自治体の比較的新しいごみ処理施

設に訪問調査を実施した。 

 

①平成２９年にしゅん工した武蔵野市の武蔵野

クリーンセンターの見学設備は、自由見学が可能な

設計となっており、ごみ処理の流れを解説する

DVD を視聴した後、ワンフロア、一筆書きの動線

で、実際に近くで実物を見ることのできる設備に観

察窓を絞ったシンプルなものとなっていた。 

しかしながら、観察窓は大きく、外観ではわかり

にくい設備の前には、内部の構造を動画で見ること

ができるモニター画面や、運営事業者の手作りパネ

ルが設置されており、工夫を凝らした展示がなされ

ている。また、センター内にはコミュニティスペー

スや学び体験のできる環境啓発施設が併設されてお

り、地域に広く開放された環境学習拠点となってい

る。 

 

②平成２７年にしゅん工した、さいたま市の桜環

境センターには、ごみ処理施設の他に、リサイクル

センターと有料の余熱体感施設（露天風呂・ウォー

キングプール・レストラン）が設置されており、施

設全体としては毎日１，０００人を超える来場者が

あるとのことであった。 

そのため、ごみ処理施設の見学についても団体見学のほか、予約なしの当日参加の見学

が可能な対応となっており、併設された環境啓発施設では体験型、参加型のイベントも実

施されている。どちらの工場も、近年、環境省が提

唱している「地域に多面的価値を創出する廃棄物処

理施設」として整備され、地域に開かれた建物設計

となっており、小学生の環境学習だけでなく、市民

が気軽にごみ処理や環境について学べる工夫がなさ

れている。 

施設整備の視点だけでなく、地域住民との協働に

よる事業運営など、ソフト面においても今後清掃一

組が参考にすべき点が多々見受けられた。 

【武蔵野クリーンセンター見学設備】 

【桜環境センター外観】 
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（３）コロナ禍を経た見学者ニーズの変化 

 新型コロナウイルス感染症の流行以前には、毎年約５万人を受け入れてきた施設見学事

業であったが、令和２年度から令和３年度の１１月まで、すべての施設で見学者の受入れ

を中止することとなった。 

 その間、総務課においては、見学者用に使用している映像資料の動画共有サービスへの

公開や、インターネットを活用したオンライン見学会の試行などを行った。 

 またコロナ禍では、オンライン授業などで学校教育のデジタル教材の活用が進み、まと

め学習や発表等を、タブレット型パソコンを活用して行う場面も増えたことから、これま

での紙資料の配布だけでなく、電子媒体による情報発信が求められるようになっている。 

 なお、東京都下水道局においては、コロナ禍を経て、公式ホームページや動画共有サー

ビスに、下水道教育のコンテンツやデジタルサイネージ（電子ディスプレイなどを活用し

た情報発信システム）を整備し、児童生徒や学校関係者等への情報発信を充実させてい

る。 

【東京都下水道局ホームページ「下水道アドベンチャー」 下水道教育写真素材集】 

 

【東京都下水道局ホームページ 「有明水再生センターリニューアル」】 
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 コロナ禍でもう一つ大きく変化したのが、海外からの見学者への対応であった。渡航が

困難な期間は、オンラインによる工場見学や、実務担当者向けの研修を実施して、環境省

や JICA 等のプログラムを通じた海外人材の育成に貢献した。オンラインの手法を取り入

れることで、収集運搬を担当する２３区や遠方の国々の担当者と、大勢で同時に交流が可

能となる等、情報発信の幅が広がっている。 

 また、国際協力課では、コロナ禍で工場見学が実施できなかった期間に、国際協力に関

する基本方針を整理し、新たに区民向けの啓発活動として、区が主催する環境研修会等に

参加し、出前講座を実施する取組を開始した。「海外のごみ問題を通じて身近なごみにつ

いて考えてもらう」というテーマで、国際協力で得られた知見や、２３区のごみ処理につ

いて紹介をしている。 

 国際協力課への聞き取り調査では、海外からの様々なニーズに応えながら、工場の見学

担当職員と一緒に協力事業にあたっていること、また、２３区との連携による新たな普及

啓発の取組を行っている様子がうかがえた。 

 

【国際協力事業のオンライン研修の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【区民向け講演会「海外のごみ問題を通じて身近なごみについて考えてもらう」の様子】 
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（５）施設見学担当職員の育成（アンケート調査結果を踏まえて） 

①見学担当者の実像 

 清掃一組職員にとって、施設見学は住民と直接対話することのできる非常に貴重な機会

であるものの、通常、職員は別の担当業務を持ちながら見学業務に従事をしている。 

 監査事務局では、清掃工場と中防処理施設管理事務所の見学担当職員へのアンケート調

査を実施し、従事する職員の年齢層や経験数、業務にあたっての負担感等、要望等を調査

し、１７工場、中防処理施設管理事務所と大田清掃工場見学業務受託会社の合計１９施設

から回答を得た。 

その結果、施設見学を担当している職員は、２０歳代以下の担当職員が３３．３％、経

験年数５年以下の経験年数の浅い職員が５５％となっていた。工場内では、異動や担当替

えなどもあることから、見学対応に必要な知識スキルを、工場・所内だけで継承していく

ことが難しいという意見も寄せられた。 

また、担当者の男女別割合については、清掃一組全職員に占める女性職員の割合が約

７％にすぎないにも関わらず、女性の見学担当者が４人、２１％存在していた。このこと

は、「女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」等で、今後清掃一組が積極的

に女性職員を採用、登用していこうという方針を掲げる中で、特に学生や地域住民に対

し、ポジティブな印象を与える結果となっている。 

②施設見学に関する負担感や要望 

見学業務に関するアンケート結果からは、施設見学に対しては、８９％が業務負担感を

感じており、オンライン予約システムの導入（２５％）や人員確保（２３％）、施設のリ

ニューアル（１７％）を望む意見があることを確認した。 

その他にも、多言語対応（１３％）、担当者向けの研修制度の充実（１０％）やマニュ

アルの整備（７％）を求める意見がアンケートに寄せられた。 

非常に

大きい

26%

大きい

63%

それほ

ど大き

くない

11%

施設見学全体の業務負担

オンライ

ン予約

25%

研修制度

の充実

10%設備等の

リニュー

アル

17%

マニュア

ル類の整

備

7%

人員確保

23%

多言語対

応

13%

その他

5%

施設見学業務に関する要望



23 

 

設備等のリニューアルを望む意見について

は、しゅん工から長い年月が経過している工場

から、見学設備の維持管理、見学用 DVD の定

期更新等が要望されている。 

また、清掃一組の施設で唯一、自由見学を実

施している墨田清掃工場からは、口頭での説明

がなくてもわかるよう、職員が手作りで説明パ

ネルを充実させる必要があり、見学に活用でき

るデータ等の充実、提供を望む意見があった。 

なお、今回のアンケートでは、小学校等の団

体見学の説明内容に、文部科学省新学習指導要

領における「社会」「第４学年」「環境」の内容

や２３区のごみ減量施策の内容を反映している

かを調査したが、反映は２２％、一部反映は３

３％と、約半数の結果となった。 

清掃一組の施設見学の経緯やその目的につい

ては、担当者が十分に理解した上で従事するこ

とができるよう、研修やマニュアル整備等、組

織としての対応が求められる。 

さらに、来場者へのアンケート調査を実施し

ている工場は６工場、一部実施が３工場、合わ

せて４５％という結果であった。 

一部実施とは、個人見学会やイベント時の見

学会の際には実施するというものであったが、

いずれも工場・所の独自の判断で行われている

もので、一組組織としてはアンケート実施が徹底されていないことがわかった。 

 

その他の自由意見は、下記のとおり。 

・定期補修工事（オーバーホール）の繁忙期と重なる時期に小学生の対応が集中している

が、多少無理をして受け入れている。 

・オンライン予約システムの導入で申し込みのハードルが下がり、件数が増えることで苦

情や業務負担が増えることが心配。 

・中防処理施設で大規模な火災があったことを受けて、二次電池の対策についてのスライ

ド説明や、動画を見ることのできる二次元バーコードを掲載したチラシを配布し啓発を行

っている。 
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このように、今回実施した担当者アンケートの結果からは、工場・所の職員が、それぞ

れ工夫を凝らし、マニュアルの整備や展示物の充実を図っているが、一定の業務負担感も

あり、組織的な支援や対応を求める声があることを確認した。 

また、見学者へのアンケートを実施している工場への聞き取り調査によれば、見学者の

感想や満足度は概ね良好なものが多く、そのような見学者の声は担当者のやりがいや改善

意欲にもつながっているとのことであった。 

 

 

第 2 章 まとめ 

清掃一組が実施している施設見学事業は、区民にごみ減量や施設建設の必要性を理解して

もらい、行政の施策に協力をしてもらうことを目的とした普及啓発活動の、最も効果的な手

段として始められた。 

平成１２年４月の清掃事業の区移管後は、区民への普及啓発活動に法的な根拠を持つ２３

区と、実際の施設見学を実施する清掃一組が組織として分断されることとなったが、一組事

業の広報を目的として、各施設や関係所管が様々な工夫をしながら施設見学事業を維持して

きた。 

今後も、建設費の高騰や職員の確保など取り巻く環境に適応しながら、見学者ニーズに的

確に応えていくためには、さらに効率的で効果的な事業のあり方を、一組組織として検討を

していく必要がある。 

 

 

  



25 

 

第 3 章 外部の専門家による実施状況の確認 

１ 行政監査に伴う技術調査委託の実施 

 今回の行政監査にあたっては、外部の専門的な知見から客観的な評価を得るために、技

術調査委託を実施し、建設部門と経営工学部門の技術士 5 名による実地調査、聞き取り調

査を行った。 

調査の概要は以下のとおり。 

 

（１）調査機関 

 一般社団法人 東京技術士会 代表理事 二宮孝夫 

 

（２）調査日程 

 令和６年８月１５日 事前書類調査 

令和 6 年９月 ４日 目黒清掃工場実地調査、工場職員・建設課担当者への質疑 

令和６年９月２６日 渋谷清掃工場実地調査、工場職員への質疑 

 

（３）調査内容 

・施設見学の内容や案内等対応が、学習指導要領等に沿った効果的なものとなっているか

の評価を行う。 

・施設見学の予約方法等実施方法が、見学者である区民その他のニーズや利便性に配慮し

たものかの評価を行う。 

・見学者説明設備や見学動線が、経済性や効率性に配慮したものとなっているか、また施

設のバリアフリー対応についての評価を行う。 

 

 

２ 調査結果と技術士からの提言 

 上記の５名の外部技術士による、実地調査

や聞き取り調査を踏まえた評価としては、「主

に小学生に理解してもらう設備として目黒清

掃工場・渋谷清掃工場ともに概ね適正」との

評価を受けることができた。 

 特にハード面については、「施設のバリアフ

リー対応についても「東京都福祉のまちづく

り条例」に準拠し、全ての人が施設を円滑に

利用できる施設として、スロープやエレベ

ータによる上下移動、広い通路の確保など 【技術士による実地調査の様子 目黒清掃工場】 
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移動等円滑化経路等を踏まえた設計になっ

ている。」 

「ユニバーサルデザインの観点から外国

人見学者に対して説明設備に多言語対応が

なされている」、「工夫を凝らした見学設備

や分別ゲーム等についても学習効果が期待

される」等の好意的な評価を受けることが

できた。 

しかしながら、施設見学の目的やあり

方、経済性や効率性の観点からは、報告書

記載の内容のみならず、実地調査や聞き取

り調査の際に様々な提言が寄せられた。内

容を抜粋して記載する。 

なお、「行政監査に伴う技術調査委託報告書」全文は清掃一組ホームページに掲載をし

ている。 

 

（見学整備の設置方針について） 

〇清掃工場建設時の見学者設備については、組織として施設見学の目的やあり方や方針を

決定しておくことで計画設計の効率化が図れると思われる。 

〇今後の見学施設の建設費削減を考えるのであれば、建替計画において、団体見学用施設

を全ての工場に設置するのではなく、団体来場者数実績を考慮し、団体見学施設を設置す

る工場を限定する計画が有効と考える。 

〇今後、新工場の見学施設を検討するにあたっては、職員による説明とするか、自由見学

への対応機能も備えることとするのか、方針を定める必要がある。 

 

（観察窓と見学ルートについて） 

〇観察窓から覗いても設備全体が見えず構

造が理解しにくいものや、機器の外観しか

見えないものがあった。 

〇観察窓の位置や、上下階への移動の必要

性を考慮して見学ルートを検討すれば、見

学者用エレベータの数を最小限にすること

ができる。 

 

 

 
【灰バンカの観察窓 目黒清掃工場】 

【焼却炉内体感設備 目黒清掃工場】 
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（説明パネルについて） 

〇各工場には多言語の説明を聞くことができる説明ボタンが設置されているが、海外から

の見学者対応は特定の清掃工場を指定して対応されることが望まれる。 

〇説明パネルのハード面での更新は、費用面で大変なため、見学者が二次元バーコードか

らホームページにアクセスする方法や、デジタルサイネージ（電子表示媒体を使って情報

を発信するシステムの総称）の採用を提案する。見学会場ごとに特徴を持たせることも可

能であり、かつ説明内容の更新も容易で最新情報の提供が低コストで提供できる。その際

に、見学者説明設備費については個別の工場建設費で賄わずに、組合としての広報費に計

上して一括管理することが望ましい。 

〇職員が案内することが前提であれば音声説明機能は不要である。 

 

【各工場の説明パネル ＊動画や多言語の音声説明に対応】 
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（紙資料の削減や説明内容について） 

〇都内の小学校では文科省の GIGA スクール構想により、タブレット端末がほぼ１００％

導入されている。見学者用パンフレットとして配布している印刷物は、希望者のみの配布

にする、またはホームページからの閲覧を積極的に案内することで、紙ごみの削減、作成

経費（年間８．３百万円）の削減を図ることができる。 

〇CO2 排出係数のきわめて小さい電力を発電していることをうまくＰＲされると良い。 

 

【目黒清掃工場で見学者時に配布される資料 ＊用途に合わせて選択して使用】 

 

（予約方法の改善について） 

〇利用者の利便性向上と職員の負担軽減のために、見学予約方法については、スマートフ

ォンやタブレット端末などのスマートデバイスによる予約管理アプリを導入する。全工場

の予約を一括で管理することにより省力化と間違いを防止することができる。 

 

（見学者アンケートの実施について） 

〇見学者からの運用面の評価を得る機会は貴重かつ重要である。見学実施後に小中学生の

指導者や一般見学者の幹事などからは、見学実施に対する詳細な評価を得るべきであり、

そのような目的に応じたアンケート内容を充実させることが望ましい。その場合、各工場

で共通のアンケート項目を整備し、定量的な評価データとして整理することが望ましい。 

〇見学施設に対する見学者の評価を知るためのアンケートについても、スマートデバイス

と汎用アプリケーションを使うことでアンケート収集と結果の集計も自動化できる。 

〇アンケート結果を、オンライン予約システムの導入やその他のシステム構築の参考とす

ることが望ましい。 
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第４章 監査結果 

１ 施設見学の評価と改善を求める事項 

 清掃一組の清掃工場と中防処理施設は、地域住民や小学生を中心に多くの見学者を受け

入れ、２３区清掃事業の普及啓発活動の一翼を担ってきた。 

 特にごみが急増した高度経済成長期においては、ごみ減量やごみ焼却への住民の理解と

協力を求める上で、ごみ処理の実態にふれてもらう経験は非常に重要なものであった。 

また、昭和４６年度から社会科見学の訪問先として小学生を受け入れるようになったこ

とで、環境学習・環境教育の場としての整備を充実させてきた。 

子どもの頃からの、実体験を交えた環境教育が継続されてきたことにより、住民の清掃工

場への理解や信頼度は確実に向上しているものと考えられ、長年施設見学が果たしてきた

役割を評価することができる。 

 さらに、日常的に住民と接する機会が少ない清掃工場等の業務の中では、見学者の受入れ

は、職員が直接事業について説明し、反応や意見を聞くことのできる貴重な機会であり、清

掃一組の広報・広聴機能、職員育成機能としても重要な役割を果たしていると評価できる。 

このように、今回の行政監査においては、現在の清掃一組の施設見学について、概ね適正

に行われてきたことを評価するところであるが、今回調査を行った様々な環境変化や、外部

の技術士による技術調査委託の結果を踏まえ、以下の３点の着眼点から改善を求める。 

 

着眼点１ 施設見学の内容やコンセプト・事業目的が明確か。 

清掃一組の施設見学の実施方法や内容、使用する資料等は、清掃事業移管後も大きな見直

しをすることなく、同じものが継承されてきた。取り巻く環境の変化を踏まえ、清掃一組組

織としての事業目的や、見学者に伝えるべきコンセプトを今一度明確化し、区民と職員に示

していく必要がある。 

特に、学習指導要領の改訂方針を踏まえ、ごみ処理の必要性や仕組みを理解するだけでは

なく、ごみ減量や環境問題の解決に、協力を促す「行動変容」を起こすことができるような

内容にすべく、見学設備や手法を一層進化させていかなければならない。 

また、現在は各清掃工場・所や関係各課が、各々で対応を検討しているが、一組組織とし

て取りまとめや全体調整を行う組織が存在していないことは問題である。 

施設見学は広報事業の一環であることから、広報部門において取りまとめを行い、戦略的

に事業を展開していくことが望ましい。 

 

着眼点２ 施設見学の実施方法が、区民ニーズや利便性に配慮したものとなっているか。 

 行政ニーズや満足度を把握するためには、対象者へのアンケート調査は不可欠である。 

しかしながら、現在は見学者へのアンケート調査が徹底されておらず、区民ニーズを十分

に把握できていない。このことは、行政機関の「公聴」機能としても不十分な状態である。 

 施設見学の目的や、伝えるべき内容を明確化し、アンケートにより効果測定を行いつつ、
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今後検討が必要なオンライン予約システムや環境学習サイトの設置等、新たなニーズにつ

いても、区民要望をしっかりと聞き取りながら対応を検討されたい。 

 今回、外部の専門家による訪問調査を実施した渋谷清掃工場からは、独自に実施した見学

者アンケート結果が提供されたが、その回答の中には、教員の「工場の職員の方々の日々の

苦労話をお聞きしたい」という要望が書かれていたものがあった。 

日々、清掃事業の最前線に従事している職員の体験談が、見学者の行動変容に大きな影響

を与えるであろうことは想像に難くない。見学説明時や、清掃一組ホームページにおいても、

一組職員がどのような姿勢で職務に従事をしているのか、どのような事象に困っているの

か等、具体的に伝えることができるように工夫をしていくことが重要である。 

さらに、渋谷清掃工場の個人見学会には、毎回、渋谷区清掃事務所の協力によりスケルト

ン清掃車が来場し、積み込み体験ができる、また、正しい分別の方法なども聞くことができ

るということで、非常に満足度が高いとのことである。 

これまで清掃一組は、清掃工場の設備（ハード）面を中心に工夫を重ねてきたが、今後は

このような、２３区との連携や、担当者の創意工夫など、ソフト面の対応を充実させること

により、見学者の満足度をさらに大きく向上させ、環境学習拠点としての機能を発揮するこ

とができると考えられる。 

その際、職員の育成は何より重要である。区民と直接ふれあうことのできる見学会の場面

では、一方通行ではない対話型のコミュニケーションが可能である。単なる説明ではなく、

区民と心を通わせ、話をすることができる人材を、職種を超えて育成していくことが大切で

ある。 

 

着眼点３ 施設見学の実施方法やあり方が、経済性や効率性に配慮したものとなっているか。  

 施設見学事業をさらに効果的、効率的に実施していくためには、着眼点１・２で述べた、

基本方針の明確化と見学者アンケートによるニーズの把握が不可欠である。 

まず、工場建設費の高騰と、見学者数の工場ごとのばらつきを踏まえると、今後も全ての

清掃工場にフルスペックの見学設備を設置していくかどうかは検討が必要である。 

一方で、環境学習用のホームページの整備や、他自治体の「科学館」「見学館」のような、

予約なしで自由に見学できる総合的な環境学習施設についても、２３区との連携や協働を

前提に検討を進められたい。 

このような総合的な広報機能の強化には、組織体制の整備が不可欠であり、また、組織及

び運営の合理化の視点からも、現在、総務課と国際協力課で分担している広報・広聴等に関

する事業は統合・一本化させていくことが望ましい。 

なお、今回、技術士からの提案にもあった工場建設時における観察窓の絞り込みやルート

の再考、展示方法へのデジタル技術の採用、さらには紙パンフレットの削減等の具体的な提

言は、事業費削減に即効性が見込めるものである。 

特に、技術士からの「区民にごみ減量を呼びかける工場見学で、これほど多種の紙資料を
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配るのは考えるべき」という厳しい提言は真摯に受け止め、デジタルコンテンツへの移行を

早急に検討されたい。 
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２ 総括意見 

 以上、施設見学について現状を点検し、検討や改善を求めてきたが、最後に総括的な意見

を述べる。 

 今回、清掃一組にとって区民との重要な接点となる施設見学をテーマに行政監査を実施

したが、施設見学事業は、まさに清掃一組の「広報事業」そのものであることを再確認する

ことができた。 

清掃事業に係る広報事業は、ごみ処理の仕組みを伝えるだけではなく、その意義や困難性

を伝え、ごみ減量や分別協力への区民の行動変容を促すものでなくてはならない。そのため

に、常に区民の声を聴き、広報事業をより良いものに改善し、情報発信を続けていく必要が

ある。 

今回の行政監査では、区民・事業者へのリサイクルの推進、廃棄物の適正処理の意識啓発

については、区長の責務とされ、区条例に根拠があることを確認したが、各区には事業の実

態を目にすることができる施設は少ない。施設を運営する清掃一組が２３区と常に緊密に

連携をしながら、その役割を果たしていくことが重要である。 

２３区は令和５年１０月に、２０５０年「ゼロカーボンシティ特別区」の実現に向けた共

同宣言を行い、温室効果ガス削減の取組を推進している。このような２３区が目指す施策の

方向性を、清掃一組職員がしっかりと共有し、適切な情報発信ができるようにしていかなけ

ればならない。 

また、令和５年６月３０日に閣議決定された「廃棄物処理施設整備計画」には、清掃工場

は、地域のエネルギーセンターとしての機能とともに、処理工程の見学など環境教育・環境

学習の場としての機能を有している特長を十分に活かし、「地域に多面的価値を創出する廃

棄物処理施設の整備」を進めることが重要であると示されている。 

このような環境の変化も踏まえ、今後、清掃一組が区民に何を伝えていくべきかという

「広報戦略」を練ることで、施設整備のあり方や、職員の人材育成についても目指すべき姿

が明確になる。 

これまでの長年の施設見学で培った清掃一組職員のノウハウを十分に活かしながら、清

掃工場の新たな価値を創出していけるよう、ハード・ソフト面からのさらなる充実を期待す

る。 

 

最後に、今回の行政監査は、長年実施されてきた施設見学事業の経緯や目的を見つめ直し、

外部の視点からの確認と提言を受けるものであった。 

安定的に継続されてきた事業も、外側からの新たな「気づき」が与えられることで、さら

なる進化を遂げることが可能となる。 

清掃一組には、長年変わらず継続してきた事業が数多く存在している。外部からの視点や

意見を積極的に取り入れ、さらに経済的で効果的な、区民のための事業が推進されるよう、

一層の努力を重ねられたい。 


